
社 会 福 祉 法 人 な な え 福 祉 会 定 款  

 

第 一 章  総  則  

 

（ 目 的 ）  

第 一 条  こ の 社 会 福 祉 法 人 （ 以 下 「 法 人 」 と い う 。 ） は 、 多 様 な 福 祉 サ ー ビ ス が そ の 利 用 者  

   の 意 向 を 尊 重 し て 総 合 的 に 提 供 さ れ る よ う 創 意 工 夫 す る こ と に よ り 、 利 用 者 が 、 個 人  

   の 尊 厳 を 保 持 し つ つ 、 心 身 と も に 健 や か に 育 成 さ れ 、 又 は そ の 有 す る 能 力 に 応 じ 自 立  

   し た 日 常 生 活 を 地 域 社 会 に お い て 営 む こ と が で き る よ う 支 援 す る こ と を 目 的 と し て 、  

   次 の 社 会 福 祉 事 業 を 行 う 。  

      （ １ ） 第 一 種 社 会 福 祉 事 業  

            （ イ ） 養 護 老 人 ホ ー ム   渡 島 養 護 老 人 ホ ー ム 好 日 園 の 設 置 経 営  

       （ ２ ） 第 二 種 社 会 福 祉 事 業  

            （ イ ） 保  育  所    み ど り 保 育 園 の 設 置 経 営             

           （ ロ ） 保  育  所     藤 城 保 育 園 の 設 置 経 営             

          （ ハ ） 保  育  所     大 沼 保 育 園 の 設 置 経 営             

          （ ニ ） 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 の 受 託 経 営  

           （ ホ ） 一 時 預 か り 事 業  

      （ へ ） 放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業  

（ 名 称 ）  

第 二 条  こ の 法 人 は 、 社 会 福 祉 法 人 な な え 福 祉 会 と い う 。  

 

（ 経 営 の 原 則 等 ）  

第 三 条  こ の 法 人 は 、 社 会 福 祉 事 業 の 主 た る 担 い 手 と し て ふ さ わ し い 事 業 を 確 実 、 効 果 的 か  

   つ 適 正 に 行 う た め 、 自 主 的 に そ の 経 営 基 盤 の 強 化 を 図 る と と も に 、 そ の 提 供 す る 福 祉  

   サ ー ビ ス の 質 の 向 上 並 び に 事 業 経 営 の 透 明 性 の 確 保 を 図 り 、 も っ て 地 域 福 祉 の 推 進 に  

   努 め る も の と す る 。  

  ２  こ の 法 人 は 、 地 域 社 会 に 貢 献 す る 取 組 と し て 、 日 常 生 活 又 は 社 会 生 活 上 の 支 援 を 必  

要 と す る 者 を 支 援 す る た め 、 無 料 又 は 低 額 な 料 金 で 福 祉 サ ー ビ ス を 積 極 的 に 提 供 す る  

も の と す る 。  

 

（ 事 務 所 の 所 在 地 ）  

第 四 条   こ の 法 人 の 事 務 所 を 北 海 道 亀 田 郡 七 飯 町 字 中 野 ２ １ ０ 番 地 ２ に 置 く 。  

 

第 二 章   評 議 員  

 

（ 評 議 員 の 定 数 ）  

第 五 条  こ の 法 人 に 評 議 員 ７ 名 以 上 １ １ 名 以 内 を 置 く 。  

    

（ 評 議 員 の 選 任 及 び 解 任 ）  

第 六 条   こ の 法 人 に 評 議 員 選 任 ・ 解 任 委 員 会 を 置 き 、 評 議 員 の 選 任 及 び 解 任 は 、 評 議 員 選 任  

・ 解 任 委 員 会 に お い て 行 う 。  

  ２  評 議 員 選 任 ・ 解 任 委 員 会 は 、 監 事 ２ 名 、 事 務 局 員 １ 名 、外部委 員 １ 名 の 合計４名 で  

   構成 す る 。  

  ３  選 任候 補者 の 推 薦及 び 解 任 の 提案は 、理事 会 が 行 う 。 評 議 員 選 任 ・ 解 任 委 員 会 の運  

   営 に つ い て の規程 は 、理事 会 に お い て 定 め る 。  

  ４  選 任候 補者 の 推 薦及 び 解 任 の 提案を 行 う場合 に は 、当該者 が 評 議 員 と し て 適 任 及 び  



 

    

不適 任 と判断し た 理由 を 委 員 に 説明 し なければならな い 。  

５  評 議 員 選 任 ・ 解 任 委 員 会 の 決議 は 、 委 員 の過半数 が出席し 、 そ の過半数 を も っ て  

 行 う 。 ただし 、外部委 員 の １ 名 が出席し 、 か つ 、外部委 員 の １ 名 が賛成 す る こ と を  

 要 す る 。  

   

（ 評 議 員 の 任期 ）  

第 七 条  評 議 員 の 任期は 、 選 任 後４年以 内 に終了す る 会計年度の うち最終の も の に関す る 定  

   時 評 議 員 会 の終結 の 時まで と し 、再任 を妨げな い 。  

  ２  評 議 員 は 、 第 五 条 に 定 め る 定 数 に足り な く な る と き は 、 任期の満了又 は辞任 に よ り  

   退任 し た 後 も 、新 た に 選 任 さ れ た 者 が就任 す るまで 、 な お 評 議 員 と し て の権利義務 を  

   有 す る 。  

 

（ 評 議 員 の報酬 等 ）   

第八条  評 議 員 の報酬に つ い て は 、勤務 実態に即し て 支給す る こ と と し 、 評 議 員 の 地位にあ  

る こ と の み に よ っ て は 、 支 給し な い 。  

  ２  評 議 員 に は費用 を弁償す る こ と が で き る 。  

  ３  前２項 に関し 必 要 な 事項は 、理事 会 の 議決を 経 て 、理事長が別に 定 め る 。  

 

第 三 章  評 議 員 会  

 

（構成 ）    

第九条   評 議 員 会 は 、 全 て の 評 議 員 を も っ て構成 す る 。  

  ２  評 議 員 会 に 議長 を 置 き 、 議長は そ の都度選 任 す る 。                                

                              

（権限）  

第 一〇条  評 議 員 会 は 、 次 の 事項に つ い て決議 す る 。  

    （ １ ） 理事 及 び 監 事 の 選 任 又 は 解 任  

    （ ２ ） 理事 及 び 監 事 の報酬等 の 額  

    （３） 理事 及 び 監 事 並 び に 評 議 員 に対す る報酬等 の 支給の 基準  

    （４） 計算書類 （貸借対照表及 び収支計算書） 及 び財産目録の承認  

    （５） 定 款 の変更  

    （６） 残余財産 の処分  

    （ ７ ） 基本財産 の処分  

    （８） 社 会 福 祉 充実計画の承認  

    （９） そ の他評 議 員 会 で決議 す る も の と し て 法令又 は こ の 定 款 で 定 められ た 事項  

 

（開催）   

第 一 一 条  評 議 員 会 は 、 定 時 評 議 員 会 と し て毎年度６月に １回開催す るほか 、 必 要 がある場  

    合 に開 催す る 。  

 

（招集）  

第 一 二 条  評 議 員 会 は 、 法令に別段の 定 め がある場合 を除き 、理事 会 の決議 に 基づき理事長  

    が招集 す る 。  

   ２  評 議 員 は 、理 事長に対し 、 評 議 員 会 の 目 的 である 事項及 び招集の理由を示し て 、  

    評 議 員 会 の招集 を請求す る こ と が で き る 。  



 

 

（決議 ）  

第 一 三 条  評 議 員 会 の決 議 は 、決議 に つ い て特別の 利 害関係を 有 す る 評 議 員 を除く 評 議 員 の  

    過半数 が出席し 、 そ の過半数 を も っ て 行 う 。  

   ２  前項 の規定 に か か わらず、 次 の決議 は 、決議 に つ い て特別の 利 害関係を 有 す る 評  

    議 員 を 除く 評 議 員 の３分の ２ 以 上 に当た る 多 数 を も っ て 行 わ なければならな い 。  

    （ １ ） 監 事 の 解 任  

（ ２ ） 定 款 の 変更  

（３ ） そ の他 法令で 定 められ た 事項  

   ３  理事 又 は 監 事 を 選 任 す る 議案を決議 す る に際し て は 、各候補者ごと に 第 1 項の決  

    議 を 行 わ なけれ ばならな い 。理事 又 は 監 事 の候補者 の 合計数 が 第 一 五 条 に 定 め る 定  

    数 を 上 回る場合 に は 、過半数 の賛成 を得た候補者 の 中 から得票数 の 多 い順に 定 数 の  

    枠に達 す るまで の 者 を 選 任 す る こ と と す る 。  

   ４  第 １ 項及 び 第 ２項の規定 に か か わらず、 評 議 員 （当該事項に つ い て 議決に加わ る  

    こ と が で き る も の に限る 。 ） の 全 員 が書面又 は電磁的記録に よ り同意 の 意思表示を  

    し た と き は 、 評 議 員 会 の決議 があっ た も の と み な す 。  

 

（ 議 事録）  

第 一 四 条  評 議 員 会 の 議 事 に つ い て は 、 法令で 定 め る と ころに よ り 、 議 事録を作成 す る 。  

   ２  議長 及 び 会 議 に出席し た 評 議 員 の うちから議 事録署名 人 ２ 名 を 選出し 、前項の 議  

    事録に 記名押印 す る 。  

         

第 四 章  役員 及 び職員  

 

（役員 の 定 数 ）  

第 一 五 条  こ の 法 人 に は 、 次 の役員 を 置 く 。  

     （ １ ）理事  ６名 以 上９名 以 内  

   （ ２ ） 監 事  ２ 名  

 ２  理事 の う ち１ 名 を理事長と す る 。  

 ３  理事長以 外の理事 の うち、 １ 名 を 常 務理事 と し て 置 く こ と が で き る 。  

 ４  前項の 常 務理事 を も っ て 社 会 福 祉 法 第 四 五 条 の 一 六 第 二項第 二号の 業 務執行理事  

  と す る 。  

 

（役員 の 選 任 ）        

第 一 六 条  理事 及 び 監 事 は 、 評 議 員 会 の決議 に よ っ て 選 任 す る 。  

   ２  理事 長及 び 常 務理事 は 、理事 会 の決議 に よ っ て理事 の 中 から選 定 す る 。  

 

（理事 の職務 及 び権限）  

  第 一 七 条  理 事 は 、理 事 会 を構成 し 、 法令及 び こ の 定 款 で 定 め る と ころに よ り 、職務 を執行  

      す る 。  

   ２  理事 長は 、 法 令及 び こ の 定 款 で 定 め る と ころに よ り 、 こ の 法 人 を代表し 、 そ の 業  

    務 を執 行 し 、 常 務理事 を 置 く場合 にあっ て は理事 会 に お い て別に 定 め る と ころに よ  

    り 、 こ の 法 人 の 業 務 を分担執行 す る 。  

   ３  理事 長及 び 常 務理事 は 、毎会計年度に 4 箇 月を超え る間隔で ２回以 上 、 自己の職  

    務 の執 行 の状況 を理事 会 に報告し なければならな い 。  

 



（ 監 事 の職務 及 び権限）  

第 一八条  監 事 は 、理事 の職務 の執行 を 監査し 、 法令で 定 め る と ころに よ り 、 監査報告を作  

    成 す る 。  

   ２  監 事 は 、 い つ で も 、理事 及 び職員 に対し て 事 業 の報告を求め 、 こ の 法 人 の 業 務 及  

    び財産 の状況の 調査を す る こ と が で き る 。                                 

 

（役員 の 任期）  

第 一九条  理事 又 は 監 事 の 任期は 、 選 任 後 ２年以 内 に終了す る 会計年度の うち最終の も の に  

    関す る 定 時 評 議 員 会 の終結の 時まで と し 、再任 を妨げな い 。   

   ２  理事 又 は 監 事 は 、 第 一 五 条 に 定 め る 定 数 に足り な く な る と き は 、 任期の満了又 は  

     辞 任 に よ り退任 し た 後 も 、新た に 選 任 さ れ た 者 が就任 す るまで 、 な お理事 又 は 監 事  

     と し て の権利義務 を 有 す る 。  

 

（役員 の 解 任 ）  

第 二〇条  理事 又 は 監 事 が 、 次 の いずれ か に該当す る と き は 、 評 議 員 会 の決議 に よ っ て 解 任  

    す る こ と が で き る 。  

    （ １ ） 職務 上 の 義務 に違反し 、 又 は職務 を怠っ た と き 。  

    （ ２ ） 心 身 の故 障 の た め 、職務 の執行 に 支 障 があり 、 又 は こ れ に堪え な い と き 。  

 

（役員 の報酬等 ）  

第 二 一 条  理事 及 び 監 事 の報酬に つ い て は 、勤務 実態に即し て 支給す る こ と と し 、理事 及 び  

監 事 の 地位にある こ と の み に よ っ て は 、 支給し な い 。  

   ２  理事 及 び 監 事 に は費用 を弁償す る こ と が で き る 。  

   ３  前２ 項に関し 必 要 な 事項は 、理事 会 の 議決を 経 て 、理事長が別に 定 め る 。  

 

（職員 ）  

第 二 二 条  こ の 法 人 に 、 職員 を 置 く 。  

   ２  こ の 法 人 の 設 置 経 営 及 び 受 託運営 す る施設 の長他の 重 要 な職員 （ 以 下 「施設長等 」  

    と い う 。 ） は 、 理事 会 に お い て 、 選 任 及 び 解 任 す る 。  

   ３  施設 長等 以外 の職員 は 、理事長が 任免す る 。  

 

第 五 章  理事 会  

 

（構成 ）  

第 二 三 条  理事 会 は 、 全 て の理事 を も っ て構成 す る 。  

 

（権限）  

第 二 四 条  理事 会 は 、 次 の職務 を 行 う 。 ただし 、 日 常 の 業 務 と し て理事 会 が 定 め る も の に つ  

    い て は 理事長が 専決し 、 こ れ を理事 会 に報告す る 。  

    （ １ ） こ の 法 人 の 業 務執行 の決定  

    （ ２ ） 理事 の職 務 の執行 の 監督  

    （３） 理事長及 び 常 務理事 の 選 定 及 び 解職  

 

（招集）  

第 二 五 条  理事 会 は 、理 事長が招集す る 。  

    

２  理 事長が欠けた と き 又 は理事長に 事故ある と き は 、各理事 が理事 会 を招集す る 。  



 

（決議 ）  

第 二 六 条  理事 会 の決議 は 、決議 に つ い て特別の 利 害関係を 有 す る理事 を除く理事 の過半数  

    が出席 し 、 そ の 過半数 を も っ て 行 う 。  

   ２  前項 の規定 に か か わらず、理事 （当該事項に つ い て決議 に加わ る こ と が で き る も  

    の に限 る 。 ） の 全 員 が書面又 は電磁的記録に よ り同意 の 意思表示を し た と き （ 監 事  

    が当該 提案に つ い て異議 を述べた と き を除く 。 ） は 、理事 会 の決議 があっ た も の と  

    み な す 。  

 

（ 議 事録）  

第 二 七 条  理事 会 の 議 事 に つ い て は 、 法令で 定 め る と ころに よ り 、 議 事録を作成 す る 。  

   ２  出席 し た理事 長及 び 監 事 は 、前項の 議 事録に署名 し 、 又 は記名押印す る 。  

 

第 六 章  資産及 び 会計  

 

（資産の区分）                                                          

第 二八条  こ の 法 人 の資産は 、 こ れ を分けて 基本財産と そ の他財産の 二 種 と す る 。   

      ２   基本 財産は 、 次 の各号に掲げる財産を も っ て構成 す る 。   

       （ １ ）現 金   １，０ ０ ０，０ ０ ０円  

    （ ２ ） 北 海 道 亀 田 郡 七 飯 町緑町 ２丁目 １３番 ２６号、 ２丁目 ２ １ ７ 番 地 １ 、 ２丁目  

       ２ １６番 地 １ 所 在 の鉄骨 造亜鉛メッキ鋼板葺平家建  

           み ど り 保 育 園   園舎  一棟（４０ ０．０３平方メートル）  

    （ ３） 北 海 道 亀 田 郡 七 飯 町 字 藤 城９番 地 所 在 の鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建  

 藤 城 保 育 園  園 舎  一棟（４１６．５４平方メートル）  

      （４）北 海 道 亀 田 郡 七 飯 町 字 上軍川１８０ 番 地 ２ 所 在 の木造合 金メッキ鋼板ぶき平屋建  

       大 沼 保 育 園 ・ 放 課 後学童 クラブ沼 っ子クラブ園舎一棟（ 317.58 平 方 メートル）  

       保 育 園部分（ 230.92 平 方 メートル）  

           放 課 後学童クラブ（ 86.66 平 方 メートル）  

    ３  そ の 他財産は 、 基本財産以外の財産と す る 。    

      ４  基本 財産に指 定 さ れ て寄附さ れ た 金品は 、速や か に 第 ２項に掲げる た め 、 必 要 な  

    手続を とらなけ ればならな い 。    

           

（ 基本財産の処 分）   

第 二九条  基本 財産を処分し 、 又 は 担 保 に 供 し よ う と す る と き は 、理事 会 及 び 評 議 員 会 の承  

    認を得 て 、 北 海 道知事 の承認を得なければならな い 。 ただし 、 次 の各号に掲げる場  

    合 に は 、 北 海 道 知事 の承認は 必 要 と し な い 。  

    一  独 立 行政法 人 福 祉医療機構に対し て 基本財産を 担 保 に 供 す る場合  

    二  独 立 行政法 人 福 祉医療機構と協調融資（独立 行政法 人 福 祉医療機構の 福 祉貸付  

      が 行 う施設 整備に た め の資金 に対す る融資と併せて 行 う同一 の財産を 担 保 と す  

      る 当該施設 整備の た め の資金 に対す る融資を い う 。 以 下同じ 。 ） に関す る契約  

      を 結んだ民 間金融機関に対し て 基本財産を 担 保 に 供 す る場合 （協調融資に係る  

      担 保 に限る 。 ）  

 

（資産の管理）  

第 三〇条   こ の 法 人 の資産は 、理事 会 の 定 め る方法 に よ り 、理事長が管理す る 。  

   ２   資産 の うち現 金 は 、 確 実 な 金融機関に 預け入れ 、 確 実 な信託 会 社 に信託 し 、 又 は  

    確 実 な 有価証券 に換え て 、 保管す る 。   



 

 

（ 事 業計画及 び 収支予算 ）  

第 三 一 条  こ の 法 人 の 事 業計画書及 び収支予算書に つ い て は 、毎会計年度開始の 日 の前日ま  

    で に 、理事長が作成 し 、理 事 会 の承認を 受けなければならな い 。 こ れ を変更す る場  

    合 も 、同様 と す る 。  

   ２  前項 の書類に つ い て は 、 主 た る 事 務 所 に 、当該会計年度が終了す るまで の間備え  

    置 き 、 一般の閲覧に 供 す る も の と す る 。  

  

（ 事 業報告及 び 決算）  

第 三 二 条  こ の 法 人 の 事 業報告及 び決算に つ い て は 、毎会計年度終了後 、理事長が 次 の書類  

    を作成 し 、 監 事 の 監査を 受けた 上 で 、理事 会 の承認を 受けなければならな い 。  

（ １ ） 事 業報告  

（ ２ ） 事 業報告の付属 明細書  

（３）貸借対照表  

（４）収支計算書（資 金収支計算書及 び 事 業 活動計算書）  

（５）貸 借対照表及 び収 支計算書（資金収支計算書及 び 事 業 活動計算書）の付属明細書  

（６）財産目録  

     ２  前項の 承認を 受けた書類の う ち、 第 １号、 第３号、 第４号及 び 第６号の書類に つ い  

て は 、 定 時 評 議 員 会 に 提出し 、 第 １号の書類に つ い て は そ の 内容を報告し 、 そ の他の  

書類に つ い て は 、承認 を 受けなければならな い 。  

     ３  第 1 項 の書類のほか 、 次 の書類を 主 た る 事 務 所 に 5 年 間備え 置 き 、 一般の閲覧に 供  

す る と と も に 、 定 款 を 主 た る 事 務 所 に備え 置 き 、 一般の閲覧に 供 す る も の と す る 。  

（ １ ） 監査報告  

（ ２ ）理事 及 び 監 事 並 び に 評 議 員 の 名簿  

（３）理事 及 び 監 事 並 び に 評 議 員 の報酬等 の 支給の 基準を記載し た書類  

（４） 事 業 の概要 等 を 記載し た書類  

 

（ 会計年度）  

第 三 三 条  こ の 法 人 の 会 計年度は 、毎年四月一 日 に始まり 、翌年三月三 一 日 を も っ て終わ る 。  

        

 

（ 会計処理の 基 準）       

第 三 四 条  こ の 法 人 の 会 計に関し て は 、 法令等 及 び こ の 定 款 に 定 め のある も の のほか 、理事  

    会 に お い て 定 め る 経理規程に よ り処理す る 。       

 

（臨機の措置 ）  

第 三 五 条  予算 を も っ て 定 め る も の のほか 、新た に義務 の負担 を し 、 又 は権利 の 放棄を し よ  

       う と す る と き は 、理事 総 数 の３分の ２ 以 上 の同意 が なければならな い 。      

        

第 七 章   解散  

 

（ 解散）  

第 三 六 条  こ の 法 人 は 、 社 会 福 祉 法 第 四 六 条 第 一項第 一号及 び 第 三号から第 六号まで の 解散  

    事由に よ り 解散 す る 。    

 

 



（残余財産の帰 属）  

第 三 七 条  解散 （ 合併又 は破産に よ る 解散を除く 。 ） し た場合 に おける残余財産は 、 評 議 員  

    会 の決 議 を得て 、 社 会 福 祉 法 人 に帰属す る 。  

      

第八章   定 款 の変更  

 

（ 定 款 の変更）                                                         

第 三八条  こ の 定 款 を変更し よ う と す る と き は 、 評 議 員 会 の決議 を得て 、 北 海 道知事 の認可  

（ 社 会 福 祉 法 第 四 五 条 の 三 六 第 二項に規定 す る厚生労働省令で 定 め る 事項に係る  

も の を除く 。 ） を 受けな ければならな い 。                                

   ２   前項 の厚生労働省令で 定 め る 事項に係る 定 款 の変更を し た と き は 、遅滞な く そ の  

    旨を 北 海 道知事 に届け出なければならな い 。  

 

第九章  公告 の方法 そ の 他  

 

（公告の方法 ）  

第 三九条  こ の 法 人 の公 告は 、 社 会 福 祉 法 人 な な え 福 祉 会 の掲示場に掲示す る と と も に 、官  

    報、新 聞又 は電子公告に掲載し て 行 う 。  

                                          

（施行細則 ）  

第 四〇条   こ の 定 款 の施 行 に つ い て の細則 は 、理事 会 に お い て 定 め る 。  

 

         附  則  

     １  こ の 法 人 の 設 立当初の役員 は 、 次 の と お り と す る 。 ただし 、 こ の 法 人 の 成 立 後遅   

        滞な く 、 こ の 定 款 に 基づき 、 役員 の 選 任 を 行 う も の と す る 。  

 

 

           理 事長   岩  川  泰  基                                     

           理  事   伊  藤  千恵子             理  事   小  松    武   

           理  事   中  川  美  穂             理  事   杉  浦  テイ子   

           理  事   米  倉  チエ子             理  事   岡  部  幸  夫   

           理  事   馬  場  カネヨ             理  事   野  沢  テ  ル   

           理  事   安  藤  良  一             理  事   大  竹  幸次郎   

           監  事   笹    定  行   

           監  事   福  田  幸  子   

    

   ２  変 更後 の 定 款 は 、平成 ２ ９年４月１ 日 から施行 す る 。  

 

 

 

 

 

 

                                      

 

 

 



 

社 会 福 祉 法 人 な な え 福 祉 会 定 款 細則  

 

（ 目 的 ）  

第 １ 条  こ の細 則 は 、 定 款 第 ２４条 の 条文に 基づき 、理事長が専決す る こ と が で き る 日 常 の軽

易な 業 務 に関し て 必 要 な 事項を 定 め る も の と す る 。  

（専決事 務 ）  

第 ２ 条  理事長 は 、 次 に 掲げる 事 務 を専決す る こ と が で き る 。  

   １ ） 法 人 運営 の 基 本方針に関す る こ と 。  

２ ） 事 業 の 実施方 針に 関す る こ と 。  

３） 理事 会 の招集 、 提 案事項に 関す る こ と 。  

   ４） 「施 設長の 任 免そ の他重 要 な 人 事 」 を除く職員 の 任免  

   ５）職員 の 日 常 の 労務管理・ 福 利厚生 に関す る こ と  

   ６）職員 の希望退職・ 定年退職の許可並 び に 定年延長の許可、 ただし 、 定年延長は 、  

     理事 会 の承認 が 必 要 と す る 。  

   ７ ）職員 の表彰及 び制裁等 は 、理事長が 行 う 。 ただし 、表彰、懲罰を 行 う た め 委 員 会  

     を 設 けて 実施 す る 。  

   ８）初任 給及 び格付け基準の調整に関す る こ と 。  

   ９）特別 昇給に関 わ る こ と 。  

   10）賞与 の決定 に 関す る こ と 。  

   11）寒冷 地 手当の 決定 に関す る こ と 。  

   12）職員 の給与表 ・ 手当の決定 に関す る こ と 。  

   13）職印 の使用代 行 者 の決定 に関す る こ と 。  

   14） 会計 責任 者 及 び出納職員 の 任命に関す る こ と 。  

   15）固定 資産管理 責任 者 の 任命に関す る こ と 。  

   16）予算 管理責任 者 の 任命に関す る こ と 。  

   17）契約 担当者 の 任命に関す る こ と 。  

   18）予算 編成 に関 す る こ と 。  

   19）予算 執行 に関 す る こ と 。  

   20）予算 予備費の 支出に関す る こ と 。  

   21）決算 書調整に 関す る こ と 。  

   22）建設 工 事請負 や物品納入等 の契約の うち、 工 事請負金 額 の予定価格が ２５０万円  

（食品、物品 の買入の場 合 １６０万円・ そ れ 以外の場合 １ ０ ０万円） を越え な い 次  

の よ う な 軽微 な も の 。  

    ア  日 常 的 に消 費す る給食材料 、消耗品等 の 日々の購入  

    イ  施 設整備の 保守管理、物品の修理等  

    ウ  緊 急を 要 す る物品の購入等  

     23）債権 の免除・ 効 力 の変更の うち、当該処分が 法 人 に 有 利 である と認められ る も の  

     、 そ の他や む を得な い特別の理由がある と認められ る も の 。 ただし 、 法 人運営 に  

     重 大 な影響が ある も の を除く 。  

   24） 設備 資金 の借 り入れ に係る契約であっ て予算の範囲内 の も の  

   25） 基本 財産以外 の固定資産の 取得及 び改良等 の た め の 支出並 び に こ れらの処分。  

     ただ し 、 法 人 運営 に 重 大 な影響がある も の を除く 。  

   26）損傷 そ の他の 理由に よ り不要 と な っ た物品又 は修理を加え て も使用 に耐え な い と  

 

     認め られ る物 品の売却又 は廃棄。 ただし 、 法 人運営 に 重 大 な影響がある固定資産  

     を除 く  



   27）入所 者 ・ 利 用 者 の 日 常 の処遇に関す る こ と 。  

   28）入所 者 の 預 り 金 の 日 常 の管理に関す る こ と 。  

   29）寄附 金 の 受入 れ に関す る決定 、 ただし 法 人運営 に 重 大 な影響がある も の を除く 。  

  ２  理事長 は 、前項 の規定 に よ り専決し た 事項に つ い て 、直近の理事 会 に報告し なければ

なら な い 。  

 

    附  則  

こ の 規 程は 、 平成 ２ ０年４月１ 日 よ り施行 す る 。  

    附  則  

こ の 規 程を 社 会 福 祉 法 人 な な え 福 祉 会 定 款細則 と し 、平成 １ ７年１ １月１９日施行 、 な な え

福 祉 会 定 款細 則 に代わ る も の と し平 成 ２８年２月１ ０ 日 よ り施行 す る 。  

    附  則  

こ の 細 則 は 、 平成 ２９年４月１ 日 か ら施行 す る 。 （ 第 １ 条 ）  

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

社会福祉法人ななえ福祉会定款細則 
 

（目的） 

第１条 この細則は、定款第２４条の条文に基づき、理事長が専決することができる日常の軽易な業務に関して必

要な事項を定めるものとする。 

（専決事務） 

第２条 理事長は、次に掲げる事務を専決することができる。 

    １ ） 「施設長の任免その他重要な人事」を除く職員の任免。 

    ２ ）予算予備費の支出に関すること。 

    ３ ）決算書調整に関すること。 

    ４ ）建設工事請負や業務委託、物品購入等の随意契約の締結のうち、次の金額の範囲内のもの。 

      ア  建設、修繕等に伴う工事請負金額の予定価格及び施設設備の保守管理業務等の委託 

         金額の予定価格が、５０万円を超え２５０万円以下のもの 

      イ 固定資産の取得価額及び日用品、消耗品等の各種物品の 1 回の買入金額が、５０万円 

        を超え１６０万円以下のもの 

      ウ  その他の場合において、５０万円を超え１００万円以下のもの 

    ５ ）債権の免除・効力の変更のうち、当該処分が法人に有利であると認められるもの、その他やむを 

      得ない特別の理由があると認められるもの。ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。 

    ６ ）設備資金の借り入れに係る契約であって予算の範囲内のもの。 

    ７ ）基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分。 

     ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。 

    ８ ）損傷その他の理由により不要となった物品又は修理を加えても使用に耐えないと認められる物品 

      の売却又は廃棄。ただし、法人運営に重大な影響がある固定資産を除く。 

    ９ ）寄附金の受入れに関する決定。ただし法人運営に重大な影響があるものを除く。 

  ２  理事長は、前項の規定により専決した事項について、直近の理事会に報告しなければならない。 

 

    附 則 

この規程は、平成２０年４月１日より施行する。 

    附 則 

この規程を社会福祉法人ななえ福祉会定款細則とし、平成１７年１１月１９日施行、ななえ福祉会定款細則に代わ

るものとし平成２８年２月１０日より施行する。 

    附 則 

この細則は、平成２９年４月１日から施行する。（第１条） 

 

 

 

 

 

     

 


